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⑵ 事例②：グループ全体で赤字

グループ全体が赤字のケースです。損益通算は以下のように計算します。

Ｐ Ｓ１ Ｓ２ Ｓ３

通算前所得金額・

通算前欠損金額

▲500 ▲100 50 250

通算前所得金額の

合計額・通算前欠

損金額の合計額

▲500＋▲100＝▲600 50＋250＝300

通算対象欠損金額

の損金算入・通算

対象所得金額の益

金算入

300×▲500／▲

600＝250

（益金算入）

300×▲100／▲

600＝50

（益金算入）

▲ 300× 50 ／

300＝▲50

（損金算入）

▲ 300× 250 ／

300＝▲250

（損金算入）

損益通算後の所得

の金額・欠損金額

▲500＋250＝▲

250

▲100＋50＝▲

50

50＋▲50＝０ 250＋▲250＝０

参考通達

〇法人税基本通達

最終改正 令４課法２―14ほか

（通算グループから中途離脱した通算法人

についての損益通算の適用）

12の７―１―１ 法第64条の５第１項｟損

益通算｠に規定する所得事業年度及び同

条第３項に規定する欠損事業年度は、通

算法人に係る通算親法人の事業年度終了

の日に終了するものに限られるのである

から、当該通算親法人の事業年度の中途

において当該通算親法人との間に通算完

全支配関係を有しなくなったことにより

通算承認の効力を失った通算法人のその

有しなくなった日の前日に終了する事業

年度については、これらの規定の適用は

ないことに留意する。

第３章 所得金額及び法人税額の計算
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加入法人のみなし承認とみなし事業年度（翌月初又は翌

期首からの加入の特例）

Ｑ
加入法人のみなし承認等について、特例的取扱いもあると聞きました。

それはどのようなものですか。

Ａ
通算子法人となる法人が、その通算親法人との間にその通算親法人に

よる通算完全支配関係を有することとなった場合において、加入日から

その加入日の前日の属する会計期間又は月次決算期間の末日まで継続し

て通算完全支配関係があるときは、通算親法人が会計期間又は月次決算

期間の末日の翌日を加入日とする加入時期の特例に関する一定の書類を

その提出期限内に納税地の所轄税務署長に提出することにより、加入時

期の特例を適用することができることとされています。

このとき、その通算子法人となる法人の事業年度は、会計期間又は月

次決算期間の末日に終了し、これに続く事業年度は、その会計期間又は

月次決算期間の末日の翌日から開始するものとされています。

解 説

１ 加入法人の事業年度の特例的な取扱い

グループ通算制度において、通算子法人となる法人が、その通算親法人の事業年度

の途中（会計期間の初日又は月次決算期間の初日を除きます。）に、その通算親法人に

よる通算完全支配関係を有することとなった場合には、加入時期の特例の適用を受け

ることができることとされています。

加入時期の特例の適用を受ける場合には、通算子法人となる法人の事業年度は、会

計期間又は月次決算期間の末日に終了し（特例決算期間）、これに続く事業年度は、そ

の会計期間又は月次決算期間の末日の翌日から開始することとされています（法法14

⑧一）。

このときには、加入日の前日の属する会計期間又は月次決算期間の末日の翌日にお

いてグループ通算制度の承認があったものとみなされ、その承認は同日からその効力

を生ずることとされています（法法64の９⑪かっこ書）。

第６章 通算グループへの加入及び通算グループからの離脱
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３ 加入時期の特例（会計期間）

例えば通算親法人が３月決算、加入法人が12月決算である場合で、Ｘ２年１月15日

に通算完全支配関係が生じた場合において、会計期間を特例決算期間として加入時期

の特例を適用した場合、加入法人のみなし事業年度は下図のとおりとなります。

４ 通算制度の加入時期の特例を適用することとした法人が、特例決算期間の

末日までに通算完全支配関係を有しなくなった場合

内国法人が通算親法人との間にその通算親法人による通算完全支配関係を有するこ

ととなった場合において、加入時期の特例に関する一定の書類をその提出期限内に納

税地の所轄税務署長に提出したものの、その通算完全支配関係を有することとなった

日からその日の前日の属する特例決算期間の末日までの間にその通算親法人による通

算完全支配関係を有しないこととなるときには、加入時期の特例は適用されないこと

とされています（法法14⑧二）。

その場合、その法人が通算親法人との間にその通算親法人による通算完全支配関係

を有することとなったとしても、その有することとなった日において通算制度の承認

の効力は生じません（法法64の９⑪かっこ書）。

例えば以下の場合、乙社（９月決算）は甲社（３月決算）によりＸ１年12月３日に

発行済株式の全てを取得されたため、同日において甲社による通算完全支配関係を有

することとなりましたが、Ｘ２年５月25日に甲社が乙社の株式を売却したことにより

完全支配関係を有しなくなり、その有することとなった日（Ｘ１年12月３日）からそ

の有することとなった日の前日の属する乙社の会計期間の末日（Ｘ２年９月30日）ま

での間に継続して甲社による完全支配関係がないこととなります。

第６章 通算グループへの加入及び通算グループからの離脱
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第７ 税額控除の基本的考え方

各種税額控除の取扱いの概要

Ｑ
グループ通算制度適用下における各種税額控除について、各制度の取

扱い等の概要について教えてください。

Ａ
グループ通算制度では、試験研究費の税額控除及び外国税額控除につ

いては、連結納税制度と同様にグループ全体で計算を行うこととなりま

す。一方で、所得税額控除及び租税特別措置法による各種税額控除につ

いては、基本的に通算法人ごとに個別に計算をすることとなります。

解 説

１ 概 要

グループ通算制度では、各通算法人を納税主体とする個別申告方式のため、基本的

に各法人ごとに個別計算が原則となります。なお、外国税額控除や試験研究費の税額

控除については、連結納税制度上はグループ全体で計算することとされており、外国

税額や試験研究費が生じている法人において十分に所得が生じていない場合でもグル

ープ全体で計算することにより税額控除が受けられるケースなど全体計算のメリット

を享受していたケースが多かったこともあり、グループ通算制度においてもグループ

での全体計算が残されることとなりました。

また、租税特別措置法に規定する試験研究費の税額控除以外の各種税額控除につい

ては、基本的に通算法人ごとに計算することとなりますが、中小企業者等向けの各種

税額控除の適用判定等について、グループ通算制度を適用する上で一部単体納税制度

と異なる取扱いがされるものもあるため留意が必要となります。

現行（令和４年度税制改正時点）の租税特別措置法の各種税額控除の一覧について

は、次のとおりです。

項 目 通算制度適用上の論点
令和４年４月１日以後

の適用

試験研究を行った場合の税額控除

（研究開発税制）（措法42の４）

中小企業者の範囲／税額控

除限度額の計算

継 続

第７章 個別制度の取扱い
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